
専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
1 閣議請議（閣議了解、閣議報告を求めるものを含む。）に関する事項（第４２号に掲
げるものを除く。）

※1

2 府令の制定に関する事項及び府令の改廃について重要と認められる事項 ※1
3 訓令、告示その他諸規定の制定又は改廃について重要と認められる事項 ※1
4 法律案の提案理由の説明に関する事項 ※1
5 法令の規定に基づく関係行政機関等に対する協議、届出、通知、報告等及び関係
行政機関等からの協議、届出、通知、報告等に対する処理について特に重要と認
められる事項

※1

6 重要政策に関する会議（内閣府設置法第１８条に規定するものをいう。以下同じ。）
に対する諮問等について重要と認められる事項

※1

7 審議会、調査会その他各種会議（以下「審議会等」という。）に対する諮問等につい
て特に重要と認められる事項

※1

8 重要政策に関する会議の答申、意見等について重要と認められる供覧に関する事
項

※1

9 審議会等の答申、決議、要望、建議、意見、勧告、申入れ等について特に重要と認
められる供覧に関する事項

※1

10 独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号。以下「通則法」という。）第２９条第
１項、第３５条の４第１項及び第３５条の９第１項に基づく決定に関する事項

会計課長、政策評
価広報課長※１

11 通則法第３２条第１項、第３５条の６第１項及び第２項並びに第３５条の１１第１項及
び第２項に基づく評価に関する事項

会計課長、政策評
価広報課長※１

12 通則法第３５条第１項及び第３５条の７第１項に基づく検討に関する事項 会計課長、政策評
価広報課長※１

13 公益法人の設立許可及び取消し並びに公益信託の引受けの許可に関する事項 政策評価広報課長
※1

14 前各号に準ずる事項 ※1
事務次官 15 府令の制定（軽易なものに限る。）に関する事項及び府令の改廃に関する事項（他

の専決事項欄に掲げるものを除く。）
16 訓令、告示その他諸規定の制定又は改廃に関する事項（他の専決事項欄に掲げる
ものを除く。）

17 法令の規定に基づく関係行政機関等に対する協議、届出、通知、報告等及び関係
行政機関等からの協議、届出、通知、報告等に対する処理について重要と認めら
れる事項（第５号に掲げるものを除く。）

18 国会等に対する資料等の提出について重要と認められる事項
19 行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成１１年法律第４２号）及び行政
機関の保有する個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５８号。以下「個
人情報保護法」という。）の規定に基づく権限の行使又は事務の遂行に関する事項
（第４７号及び第４８号に掲げるものを除く。）

20 重要政策に関する会議に対する諮問等に関する事項（他の専決事項欄に掲げるも
のを除く。）

21 審議会等に対する諮問等に関する事項（他の専決事項欄に掲げるものを除く。）
22 重要政策に関する会議の答申、意見等の供覧に関する事項（他の専決事項欄に掲
げるものを除く。）

23 審議会等の答申、決議、要望、建議、意見、勧告、申入れ等の供覧に関する事項
（他の専決事項欄に掲げるものを除く。）

24 通則法第２８条第１項に基づく認可に関する事項 政策評価広報課長
25 通則法第３０条第１項、第３５条の５第１項及び第３５条の１０第１項に基づく認可及
び第３８条第１項に基づく承認に関する事項

会計課長、政策評
価広報課長

26 独立行政法人の役員の退職金に係る業績勘案率の決定に関する事項 会計課長、政策評
価広報課長

27 陳情、要望等の供覧及び回答について重要と認められる事項
28 訴訟（訴訟代理人の指定（人事異動に伴う指定の変更を除く。）を含む。）に関する
事項

29 不服申立てに対する決定又は裁決に関する事項
30 補助金等の交付要綱の決定及び同要綱に基づく交付決定について重要と認めら
れる事項

会計課長

31 補助金等の交付決定の取消し､返還等について重要と認められる事項 会計課長
32 補助金等の交付に係る補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産を他の
目的に使用する場合の承認について重要と認められる事項

会計課長

33 調査等の委託要綱の決定及び委託の決定について重要と認められる事項 会計課長
34 各種国際会議への加入及び分担金の負担に関する事項 会計課長、企画調

整課長
35 公益法人の定款（寄附行為）変更の認可、基本財産又は残余財産の処分の認可、
解散届出の受理に関する事項（第７３号に掲げるものを除く。）

政策評価広報課長

別表第２（各部局共通事項）

内閣官房長官
又は

特命担当大臣

番号



36 公益信託の受託者及び信託管理人の解任及び選任並びに辞任の許可、公益信託
の変更に関する事項、信託の併合、吸収信託分割、新規信託分割及び保存行為
等の範囲を超える行為の許可、検査役の選任、信託財産管理命令及び信託財産
法人管理命令に関する事項、信託財産管理者等の辞任の許可及び解任、信託の
終了の請求に関する事項

政策評価広報課長

37 公益法人又は公益信託の事業状況等の監督、検査等に関する事項（第７４号に掲
げるものを除く。）

政策評価広報課長

38 認可法人の定款変更の認可に関する事項（第７７号に掲げるものを除く。）
39 統計法（平成１９年法律第５３号）第４条第８項の規定に基づく報告、第９条第１項及
び第１１条第１項の規定に基づく承認申請並びに第２９条第３項及び第３０条第２項
に基づく通知に関する事項

企画調整課長

40 特定秘密に関する事項（特定秘密の保護に関する法律（平成２５年法律第１０８号。
以下この号において「法」という。）第３条第１項の規定に基づく特定秘密の指定、
法第４条第１項の規定に基づく特定秘密の指定の有効期間の設定、法第４条第２
項及び第４項の規定に基づく特定秘密の指定の有効期間の延長、法第４条第７項
の規定に基づく特定秘密の指定の解除、法第１７条の規定に基づく適性評価に係
る権限及び事務の委任、特定秘密の保護に関する法律施行令（平成２６年政令第
３３６号）第１２条第１項第４号の規定に基づく特定秘密の取扱者の範囲の決定、特
定秘密の指定及びその解除並びに適性評価の実施に関し統一的な運用を図るた
めの基準（平成２６年１０月１４日閣議決定）の規定に基づく独立公文書監理監に特
定秘密を提供できない理由の疎明並びに内閣府本府特定秘密保護規程（平成２６
年内閣府訓令第５４号）第４０条の規定に基づく緊急廃棄に係る承認に関する事項
を除く。）

41 前各号に準ずる事項
42 質問主意書の答弁書の延期に係る閣議請議 総務課長
43 府令の改廃（軽易なものに限る。）に関する事項 総務課長
44 訓令、告示その他諸規定の制定又は改廃（軽易なものに限る。）に関する事項 総務課長
45 法令の規定に基づく関係行政機関等に対する協議、届出、通知、報告等及び関係
行政機関等からの協議、届出、通知、報告等に対する処理に関する事項（他の専
決事項欄に掲げるものを除く。）

総務課長（軽易な
案件を除く。）

46 国会等に対する資料等の提出に関する事項（第１８号に掲げるものを除く。）
47 個人情報保護法の規定（第４章の２に掲げるものを除く。）に基づく権限の行使又は
事務の遂行に関する事項（軽易なものに限る。）

総務課長

48 個人情報保護法第４章の２の規定に基づく権限の行使又は事務の遂行に関する事
項

総務課長

49 重要政策に関する会議に対する諮問等（軽易なものに限る。）に関する事項
50 審議会等に対する諮問等（軽易なものに限る。）に関する事項
51 重要政策に関する会議の答申、意見等（軽易なものに限る。）の供覧に関する事項
52 審議会等の答申、決議、要望、建議、意見、勧告、申入れ等（軽易なものに限る。）
の供覧に関する事項

53 審議会等の開催通知に関する事項
54 通則法第４４条第３項に基づく承認、第４５条第１項ただし書及び第２項ただし書並
びに第４８条第１項に基づく認可並びに第４７条第１号及び第２号の規定に基づく指
定に関する事項

会計課長、政策評
価広報課長

55 通則法第６４条第１項の規定に基づく報告徴収及び立入検査に関する事項 総務課長、会計課
長

56 通則法第３５条の３第１項（通則法第３５条の８において準用する場合を含む。）の
規定に基づく違法行為等の是正に関する事項

総務課長

57 内閣府後援（協賛）名義使用の承認に関する事項 総務課長（定例的
と認められる事項
を除く。）

58 陳情、要望等の供覧及び回答に関する事項（第２７号に掲げるものを除く。） 総務課長
59 祝辞、あいさつ等の下付に関する事項（外局からの上申によるものを除く。） 大臣官房長（軽易

な案件を除く。）、総
務課長

60 表彰状、賞状等の交付について定例的であると認められる事項（外局からの上申
によるものを除く。）

人事課長

61 訴訟（人事異動に伴う訴訟代理人の指定の変更に限る。）に関する事項 総務課長
62 重要政策に関する会議並びに特別の機関の議員、委員、副本部長及び本部員の
旅行命令に関する事項（国務大臣である者に係るものは、会議の開催に係る場合
に限る。）

人事課長

63 補助金等の交付要綱の決定に関する事項（第３０号に掲げるものを除く。） 総務課長（一部改
正案件を除く。）、
会計課長

64 補助金等の交付要綱に基づく交付決定に関する事項（第３０号に掲げるものを除
く。）

会計課長

65 補助金等の交付決定の取消し、返還等に関する事項（第３１号に掲げるものを除
く。）

会計課長

部局長※２



66 補助金等の交付に係る補助事業等により取得し、又は効用の増加した財産を他の
目的に使用する場合の承認に関する事項（第３２号に掲げるものを除く。）

会計課長

67 補助金等の交付に係る補助事業等の実績報告書の審査及び補助金等の額の確
定に関する事項

会計課長

68 補助金等の交付に係る補助事業等の遂行命令及び遂行の一時停止命令に関する
事項

会計課長

69 補助金等に係る補助事業等の監督、検査等に関する事項 会計課長
70 調査等の委託要綱の決定に関する事項（第３３号に掲げるものを除く。） 総務課長（一部改

正案件を除く。）、
会計課長

71 調査等の委託の決定に関する事項（第３３号に掲げるものを除く。） 会計課長
72 委託費の実施要領等に関する事項 会計課長
73 公益法人の定款（寄附行為）変更の認可（軽易なものに限る。）に関する事項 政策評価広報課長
74 公益法人又は公益信託の事業状況等の監督、検査等に関する事項（軽易なものに
限る。）

政策評価広報課長

75 公益法人又は公益信託の届出又は報告の受理に関する事項
76 公益法人又は公益信託の各種証明に関する事項 政策評価広報課長
77 認可法人の定款変更の認可（軽易なものに限る。）に関する事項 総務課長
78 統計法第１５条第１項の規定に基づく立入検査、第１９条第１項及び第２１条第１項
の規定に基づく承認申請、第２１条第３項及び第２６条第１項の規定に基づく通知、
第２９条第１項及び第２項並びに第３０条第１項の規定に基づく協力の要請、第３２
条の規定に基づく調査票情報の利用及び第３３条第１項及び第３３条の２第１項の
規定に基づく調査票情報の提供に関する事項

企画調整課長

79 統計法第２７条第２項の規定に基づく事業所母集団データベースに記録されている
情報の提供を受けることに関する事項

80 統計法第３４条第１項の規定に基づく委託による統計の作成、第３５条の規定に基
づく匿名データの作成及び第３６条第１項の規定に基づく匿名データの提供に関す
る事項

会計課長、企画調
整課長

81 公用旅券の発給の請求及び返納に関する事項 企画調整課長
82 障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（平成２５年法律第６５号）第１２
条の規定に基づく権限の行使に関する事項

83 登録免許税法（昭和４２年法律第３５号）第２６条第１項、第２８条第１項、第３１条第
１項及び第３２条に基づく通知並びに第３１条第３項に基づく証明に関する事項

84 前各号に準ずる事項
※１　特命担当大臣の専決処理に係る事項のうち、内閣府における一体性の確保
の必要があるもの等については、内閣官房長官に合議する。
※２　大臣官房にあっては、第45号のうち軽易な案件、第57号のうち定例的と認め
られる事項、第63号のうち一部改正案件、第70号のうち一部改正案件、第73号、第
75号及び第81号を除き、大臣官房長とする。また、国会等移転審議会事務局に
あっては国会等移転審議会事務局次長とし、北方対策本部にあっては北方対策本
部審議官とし、子ども・子育て本部にあっては子ども・子育て本部統括官とし、官民
人材交流センターにあっては官民人材交流副センター長とする。

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
「国民安全の日」の実施その他これに準ずる事項に関する事項
個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号）第４４条第３項の規定に基
づく権限の委任に関する事項（外局からの上申によるものに限る。）

3 府令（外局から上申によるものに限る。）の制定又は改廃に関する事項
4 府令、訓令、告示等の正誤に関する事項
5 祝辞、あいさつ等の下付に関する事項（外局からの上申によるものに限る。）
6 都道府県知事の異動の通知、職印の制定、改廃等の通知の受理に関する事項
7 前各号に準ずる事項

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
内閣官房長官 1 課長（これと同等の官職を含む。以下同じ。）以上の官職を占める職員の任免に関

する事項
2 顧問及び参与の任免に関する事項
3 審議会等の機関の委員、議員、臨時委員、特別委員、審査委員及び参与の任免に
関する事項（両議院の同意又は承認を要するもの及び第２５号に掲げるものを除
く。）

4 独立行政法人及び特殊法人の役員の任免に関する事項
5 前各号に準ずる事項

事務次官 6 幹部職員の任用等に関する政令（平成２６年政令第１９１号）第３条第１項の規定に
基づく標準職務遂行能力を有することの確認に資する情報の提出に関する事項

7 国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第６１条の２第３項の規定に基づく幹部候
補者名簿の提示の求めに関する事項

8 国家公務員法第６１条の４の規定に基づく幹部職員の任免協議等に関する事項
9 調査官及び企画官（これと同等の官職を含む。以下同じ。）の任免に関する事項

別表第４（大臣官房人事課関係）

別表第３（大臣官房総務課関係）

2
1

番号
事務次官

大臣官房総務
課長

番号



10 課長補佐（これと同等の官職を含む。以下同じ）の官職を占める職員の任免に関す
る事項

11 課長以上の官職を占める職員の一般職の職員の給与に関する法律（昭和２５年法
律第９５号。以下「給与法」という。）第７条の規定による俸給の決定に関する事項

12 特別職の職員の俸給の決定に関する事項
13 重要政策に関する会議の委員、議員、専門委員及び幹事の任免に関する事項（委
員及び議員については国務大臣である者に係るものに限る。）

14 職員の永年勤続の表彰に関する事項
15 国家公務員退職手当法（昭和２８年法律第１８２号）第８条の２の規定に基づく定年
前に退職する意思を有する職員の募集及び応募による退職が予定されている職員
である旨の認定等に関する事項

16 内閣府本府幹部候補育成課程実施規程（平成２６年内閣府訓令第４６号。以下「育
成課程規程」という。）第４条第４項の規定に基づく課程における育成の対象となる
べき者の選定

17 育成課程規程第７条第２項、同条第３項及び第８条第２項の規定に基づく引き続き
課程対象者としないことの決定

18 育成課程規程第１１条第２項の規定に基づく課程を終了させることの決定
19 前各号に準ずる事項

大臣官房長 20 係長（これと同等の官職を含む。以下同じ。）以下の官職を占める職員の任免に関
する事項

21 客員主任研究官、客員研究員及び調査員等の任免に関する事項
22 調査官及び企画官の官職を占める職員の給与法第７条の規定による俸給の決定
に関する事項

23 課長補佐の官職を占める職員の給与法第７条の規定による俸給の決定に関する
事項

24 給与法第１９条の７の規定による勤勉手当の決定に関する事項
25 審議会等の機関の委員、議員、専門委員及び幹事の任免に関する事項（委員及び
議員については国務大臣又は国の行政機関の職員である者に係るものに限る。）

26 国家公務員災害補償法第３条の規定による補償の実施に関する事項
27 課長相当職以上の官職を占める職員の研修の受講命令に関する事項
28 前各号に準ずる事項

大臣官房人事
課長

29 係長以下の官職を占める職員の給与法第７条の規定による俸給の決定に関する
事項

30 課長以上の官職への任用審査の申請に関する事項
31 任用候補者の提示の請求及びその選択結果の通知に関する事項
32 兼業及び営利企業への就職の承認に関する事項
33 表彰状、賞状等の交付について定例的であると認められる事項（外局からの上申
によるものに限る。）

34 給与の協議及び報告に関する事項
35 給与法第８条の規定による級別定数の設定又は改定に関する事項
36 給与法第２２条の規定による非常勤職員の給与の決定に関する事項
37 退職手当の通知に関する事項
38 恩給給与規則（大正１２年勅令第３６９号）の規定による恩給請求書の裁定庁への
進達に関する事項及び恩給受給権者の身分異動の通知に関する事項

39 任用の照会及び回答に関する事項
40 職員の研修の受講命令に関する事項（課長相当職以上の官職を占める職員の研
修の受講命令に関する事項を除く。）

41 人事統計報告に関する事項
42 人事に関する証明に関する事項
43 前各号に準ずる事項

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
内閣官房長官 1 予算及び決算の説明に関する事項

2 歳入、歳出、継続費、繰越明許費及び国庫債務負担行為の見積りに関する書類の
作製、送付等に関する事項

3 予定経費要求書等の作製、送付等に関する事項
4 補正予算、暫定予算要求書の作製、送付等に関する事項
5 各目明細書の作製、送付に関する事項
6 財政法（昭和２２年法律第３４号）第３５条第２項に規定する予備費の使用に関する
調書の作製、送付等に関する事項

7 歳入、歳出、決算報告書、国の債務に関する計算書及び継続費決算報告書に関す
る事項

8 会計検査院の検査報告に対する答弁又は措置に関する事項
9 会計に関係ある犯罪が発覚したときの通知又は報告に関する事項（第２３号に掲げ
るものを除く。）

10 債権現在額報告書の作製、送付に関する事項
11 前各号に準ずる事項

事務次官 12 契約審査委員の指定に関する事項
13 一般競争参加者の資格に関する事項（第４０号に掲げるものを除く。）

別表第５（大臣官房会計課関係）
番号



14 指名競争参加者の資格及び指名基準に関する事項（第４０号に掲げるものを除
く。）

15 予算執行職員から提出された意見の表示に対する措置に関する事項
16 予算執行職員又は物品管理職員が故意又は重大な過失によりその義務に違反し
て国に損害を与えたと認められたときの弁償命令及び通知に関する事項

17 現金、有価証券その他の財産を亡失したときの通知又は報告に関する事項
18 出納職員が現金を亡失し、国に損害を与えたときの弁償命令に関する事項
19 国の債権の徴収停止、内容の変更、免除等に関する一般的基準の設定及び一件
１００万円以上のものの個別承認に関する事項

20 歳入徴収官等が行う国の債権の管理に関する事務のうち徴収停止、内容の変更、
免除等に関する事項

21 国有財産の管理及び処分について重要と認められる事項
22 国設宿舎（公邸に限る。）の設置について重要と認められる事項
23 会計に関係ある犯罪が発覚したときの通知又は報告に関する事項（外局にかかる
事項に限る。）

24 前各号に準ずる事項
大臣官房会計
課長

25 歳入徴収官、支出負担行為担当官、支出負担行為認証官、支出官、契約担当官、
出納官吏、出納員、物品管理官等各種法令の規定に基づく会計機関（代理官、分
任官及び補助者を含む。）の設置及び改廃に関する事項

26 予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）の規定に基づく監督職員又は検
査職員の任命に関する事項

27 予算決算及び会計令の規定に基づく出納官吏等の検査員に関する事項
28 物品管理法施行令（昭和３１年政令第３３９号）第４４条に規定する物品管理官吏の
検査に関する事項

29 都道府県の長又は吏員が国の歳入、歳出、歳入歳出外現金、支出負担行為、支
出負担行為の確認契約（支出負担行為に係る契約を除く。）並びに債権及び物品
の管理に関する事務を行うこととなることに関する事項

30 予算の移用、流用、移替え及び科目設置に関する事項
31 支出負担行為実施計画に関する事項
32 支払の計画及び支出負担行為の計画に関する事項
33 財政法第３６条第１項に規定する予備費の使用に関する調書の作製、送付等に関
する事項

34 繰越明許費の翌年度にわたる債務負担に関する事項
35 繰越しに関する事項
36 年度開始前の資金交付に関する事項
37 前金払及び概算払の協議に関する事項
38 前渡資金の手持限度額及び手持保管額に関する事項
39 歳入歳出外の国庫内移換えに関する事項
40 徴収、支出総報告書に関する事項
41 一般競争又は指名競争契約に係る有資格者の名簿作成に関する事項
42 契約についての協議及び報告に関する事項（第１３号及び第１４号に掲げるものを
除く。）

43 監督及び検査の実施についての細目に関する事項
44 国の債権の管理に関する事項（第２０号に掲げるものを除く。）
45 物品の分類に関する事項
46 物品の分類換及び管理換に関する事項
47 物品の不用決定の承認に関する事項
48 物品の亡失又は損傷等の通知に関する事項
49 物品管理法を準用する動産の指定に関する事項
50 物品増減及び現在額報告書に関する事項
51 物品使用職員の弁償責任の裁定に関する事項
52 物品使用職員に対する弁償命令に関する事項
53 物品の無償貸付及び譲与に関する事項
54 国有財産に関する各種報告書に関する事項
55 国有財産の管理及び処分に関する事項（第２１号に掲げるものを除く。）
56 国設宿舎（公邸に限る。）の設置、維持及び管理に関する事項（第２２号に掲げるも
のを除く。）

57 営繕に関する事項
58 特別調達資金に関する事項
59 電話に関する事項
60 安全管理に関する事項
61 特別会計に関する法律（平成１９年法律第２３号）の規定に基づく企業会計の慣行
を参考とした書類に関する事項

62 金銭の寄附の申出に関する事項
63 前各号に準ずる事項

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
事務次官 1 迎賓館の使用手続に関する事項（第２号に掲げるものを除く。）

別表第６（大臣官房企画調整課関係）
番号



大臣官房企画
調整課長

2 迎賓館の使用手続に関して定例的であると認められる事項 総務課長

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
大臣官房長 1 公文書等の管理に関する法律（平成２１年法律第６６号。以下「公文書管理法」とい

う。）第１４条第２項の規定による国の機関との合意に関する事項
2 独立行政法人国立公文書館の業務運営並びに財務及び会計に関する内閣府令
（平成１３年内閣府令第１４号）第１１条第１項、第１２条第１項及び第１３条第１項の
規定に基づく指定に関する事項

会計課長

3 前各号に準ずる事項
4 公文書管理法第８条第２項の規定による協議に関する事項及び同条第４項の規定
による保存の求めに関する事項（軽易なものに限る。）

5 公文書管理法第１４条第３項の規定に基づく意見の聴取及び同条第４項の規定に
基づく移管に関する事項

6 公文書管理法第２５条の協議に関する事項（軽易なものに限る。）

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
内閣官房長官 1 広報の年間計画に関する事項 会計課長

2 国政モニター制度の運営方針に関する事項 会計課長
3 前各号に準ずる事項

事務次官 4 広報の実施について重要と認められる事項
5 前各号に準ずる事項
6 政府刊行物普及協議会委員の委嘱に関する事項
7 広報・広聴の実施に関する事項（第５号及び第６号に掲げるものを除く。）
8 前各号に準ずる事項

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
事務次官 1 能率増進計画の決定に関する事項 人事課長

2 保健に関する事項
3 レクリエーションに関する事項
4 厚生に関する事項
5 国設宿舎の設置、維持及び管理に関する事項（大臣官房会計課長の所掌に属す
るものを除く。）

6 児童手当に関する事項（児童手当の認定に関する事項を除く。）
7 前各号に準ずる事項

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
内閣官房長官 1 北朝鮮当局によって拉致された被害者等の支援に関する法律（平成１４年法律第１

４３号）第２条第１項第１号の規定に基づく認定に関する事項
大臣官房長 2 北朝鮮当局によって拉致された被害者等の支援に関する法律第１４条の規定に基

づく厚生労働大臣又は日本年金機構に対する情報の提供に関する事項
3 北朝鮮当局によって拉致された被害者等の支援に関する法律施行規則（平成１４
年内閣府令第８６号）第８条第１項の規定に基づく決定及び通知（第１５条、第２１
条、第２５条、第２９条、第３３条又は第３５条において準用する場合を含む。）、第８
条第２項の規定に基づく額の改定及び通知（第１５条又は第２１条において準用す
る場合を含む。）、第９条第１項の規定に基づく決定の取消し及び同条第２項の規
定に基づく通知（第１５条、第２１条、第２５条、第２９条又は第３３条において準用す
る場合を含む。）、第１０条第４項の規定に基づく通知（第１５条において準用する場
合を含む。）、第１０条第５項の規定に基づく減額又は停止の取消し（第１５条にお
いて準用する場合を含む。）、第１１条第６項の規定に基づく一時差し止め（第１５
条、第２１条又は第２９条において準用する場合を含む。）、第１４条第１項の規定に
基づく停止及び同条第２項の規定に基づく通知、第２０条第４項の規定に基づく通
知並びに同条第５項の規定に基づく減額又は停止の取消しに関する事項

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
内閣官房長官

又は
特命担当大臣

1 公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平成１８年法律第４９号。
以下「認定法」という。）第６０条の規定に基づく都道府県知事への指示に関する事
項

事務次官 2 認定法第２９条第１項又は第２項の規定に基づく公益認定の取消し並びに一般社
団法人及び一般財団法人に関する法律及び公益社団法人及び公益財団法人の認
定等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成１８年法律
第５０号。以下「整備法」という。）第１３１条第１項の規定に基づく認可の取消し及び
第１０９条第１項（第１３１条第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく
登記を怠ることによる認定及び認可の取消しに関する事項

大臣官房厚生
管理官

番号

番号
別表第１０（大臣官房拉致被害者等支援担当室関係）

別表第１１（大臣官房公益法人行政担当室関係）

番号
別表第９（大臣官房厚生管理官関係）

別表第７（大臣官房公文書管理課関係）

別表第８（大臣官房政府広報室関係）

大臣官房政府
広報室長

番号

番号

大臣官房公文
書管理課長



公益法人行政
担当室長

3 認定法第２７条第１項の規定に基づく第６条各号に掲げる一般社団法人又は一般
財団法人に該当するか否かの調査に係る報告徴収及び立入検査、第２８条第１項
の規定に基づく勧告及び第２８条第３項の規定に基づく命令並びに整備法第１２９
条第１項に基づく勧告及び第１２９条第２項の規定に基づく命令に関する事項

総務課長

4 認定法第５条の規定に基づく公益認定、第１１条第１項の規定に基づく認定及び第
２５条第２項の規定に基づく認可、整備法第１００条の規定に基づく認定、第１０９条
第１項（第１３１条第２項において準用する場合を含む。）の規定に基づく催告、第１
１７条の規定に基づく認可及び第１２５条第２項の規定に基づく認可に関する事項

5 前各号に準ずる事項
公益法人行政
担当室参事官

6 認定法及び整備法の規定に基づく関係行政機関等に対する協議、届出、通知、報
告等に対する処理（軽易なものに限る。）に関する事項

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
番号制度担当
室長

1 行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成
２５年法律第２７号）附則第６条第３項に規定する情報提供等記録開示システム（以
下「開示システム」という。）について重要と認められる事項

番号制度担当
室参事官

2 開示システムに関する事項（前号に規定する事項を除く。）

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
内閣官房長官

又は
特命担当大臣

1 アイヌの人々の誇りが尊重される社会を実現するための施策の推進に関する法律
（平成３１年法律第１６号。以下「アイヌ施策推進法」という。）第１０条第９項の規定
に基づく認定、第１１条第１項の規定に基づく変更の認定（第４号に掲げるものを除
く。）及び第１４条第１項の規定に基づく認定の取消しに関する事項

※

2 アイヌ施策推進法第１０条第１１項の規定に基づくアイヌ施策推進地域計画の認定
をしようとする場合における都道府県の知事への通知に関する事項

3 アイヌ施策推進法第１０条第１３項の規定に基づく意見の聴取に関する事項
4 アイヌ施策推進法第１１条第１項の規定に基づく変更の認定に関する事項のうち、
特別の措置の変更及び追加を伴わないアイヌ施策推進地域計画の変更の認定に
関する事項

総務課長

5 アイヌ施策推進法第１２条第１項の規定に基づく報告の徴収に関する事項
6 アイヌ施策推進法第１３条第１項の規定に基づく措置の要求に関する事項 総務課長
7 前各号に準ずる事項
※　アイヌ施策推進法第１０条第２項第２号に掲げる事業に関するものについて
は、会計課長に合議する。

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
1 特定非営利活動促進法（平成１０年法律第７号。以下「促進法」という。）第６９条の
規定に基づく所轄庁への指示のうち、第６７条の規定に基づく認定の取消し又は特
例認定の取消しに関する事項

2 民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律（平成１１年法
律第１１７号。以下｢ＰＦＩ法｣という。）第６２条第２項の規定に基づく命令及び第６７条
の規定に基づく認可に関する事項

3 民間公益活動を促進するための休眠預金等に係る資金の活用に関する法律（平成
２８年法律第１０１号。以下「休眠預金等活用法」という。）第１８条第１項及び第５項
の規定に基づく基本方針の策定及び変更、第１９条第１項及び第３項の規定に基
づく基本計画の策定及び変更、第２０条第１項の規定に基づく指定、第３２条第１項
の規定に基づく許可（民間公益活動促進業務の全部を廃止する場合に限る。）並び
に第３３条第１項の規定に基づく取消し及び命令に関する事項（第２４号に掲げるも
のを除く。）4 災害対策基本法（昭和３６年法律第２２３号）第２条第３号、第４号及び第５号の規
定に基づく指定に関する事項

5 被災者生活再建支援法（平成１０年法律第６６号）第６条第１項の規定に基づく指定
及び第１７条第１項の規定に基づく指定の取消しに関する事項

6 活動火山対策特別措置法（昭和４８年法律第６１号）第２条第１項の規定に基づく指
針の策定並びに第３条第１項、第１３条第１項及び第２３条第１項の規定に基づく指
定に関する事項

7 台風常襲地帯における災害の防除に関する特別措置法（昭和３３年法律第７２号）
第２条第１項及び第３条第１項の規定に基づく指定並びに第１３条第１項の規定に
基づく決定に関する事項

8 大規模地震対策特別措置法（昭和５３年法律第７３号）第３条第１項の規定に基づく
指定及び第９条第２項の規定に基づく国民に対する周知に関する事項

9 南海トラフ地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措置法（平成１４年法律
第９２号）第３条第１項及び第１０条第１項の規定に基づく指定に関する事項

10 日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震に係る地震防災対策の推進に関する特別措
置法（平成１６年法律第２７号）第３条第１項の規定に基づく指定に関する事項

別表第１４（政策統括官関係）

別表第１２（大臣官房番号制度担当室関係）
番号

内閣官房長官
又は

特命担当大臣

別表第１３（大臣官房アイヌ施策推進室関係）
番号

アイヌ施策推
進室長

番号



11 首都直下地震対策特別措置法（平成２５年法律第８８号）第３条第１項及び第７条
第１項の規定に基づく指定に関する事項

12 沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号。以下この表において「振興法」とい
う。）第３条の２第１項及び第６項の規定に基づく決定、第４条第７項及び第９項、第
６条第７項及び第８項、第２８条第７項及び第８項、第３５条第６項及び第７項並びに
第４１条第７項及び第８項の規定に基づく変更の求め、第７条第２項、第２９条第２
項、第３５条の２第２項、第４２条第２項及び第５５条の５の規定に基づく措置の求
め、第７条第３項、第２９条第３項、第３５条の２第３項及び第４２条第３項の規定に
基づく勧告、第１２条第２項、第１３条第２項及び第４項、第５５条の２第５項、第５５
条の３第２項並びに第５５条の６第１項の規定に基づく認定及び認定の取消し、第２
６条の規定に基づく指定並びに第５５条第１項、第４項及び第５項の規定に基づく指
定、指定の解除及び区域の変更に関する事項

13 沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用の推進に関する特別措置
法（平成７年法律第１０２号）第１２条第１項及び第５項の規定に基づく指定及び指
定の区域の変更、第１８条の２第１項及び第５項の規定に基づく指定、指定の解除
及び区域の縮小、第２６条第１項及び第５項の規定に基づく指定及び区域の変更
並びに第２７条第１項、第２項及び第７項の規定に基づく方針の策定及び変更に関
する事項

14 交通安全対策基本法（昭和４５年法律第１１０号）第２条第１０号及び第１１号の規
定に基づく指定並びに第２３条第１項の規定に基づく勧告及び報告徴収に関する事

15 前各号に準ずる事項
事務次官 16 ＰＦＩ法第５８条第１項及び第５９条の規定に基づく認可に関する事項

17 休眠預金等活用法第２３条第１項の規定に基づく認可、同条第３項の規定に基づく
命令及び第３２条第１項の規定に基づく許可に関する事項（第３号及び第２８号に
掲げるものを除く。）

18 原子力損害賠償・廃炉等支援機構法（平成２３年法律第９４号）第３６条第１項、第３
９条第４項、第５２条第３項、第５７条第１項及び第６０条第１項の規定に基づく認可
並びに第３９条第７項の規定に基づく命令並びに第４５条第１項の規定に基づく認
定並びに第５８条第１項の規定に基づく承認に関する事項（第３０号に掲げるものを
除く。）

19 被災者生活再建支援法第１１条第１項の規定に基づく認可及び同条第２項の規定
に基づく基金の業務規程の変更命令に関する事項

20 「防災の日」の実施に関する事項
21 原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号。以下「原災法」という。）第
１３条第１項の規定に基づく防災訓練に関する計画の作成に関する事項

22 原災法第１２条第１項の規定に基づく緊急事態応急対策拠点施設の指定に関する
事項（第３７号に掲げるものを除く。）

政策統括官 23 促進法第３２条の規定に基づく残余財産の国庫への受入れに関する事項 会計課長
24 促進法第６９条の規定に基づく所轄庁への指示のうち、第６５条第１項の規定に基
づく勧告及び同条第４項の規定による命令、第６６条第１項の規定に基づく命令等
に関する事項

25 ＰＦＩ法第１５条の３の規定に基づく公共施設等の管理者等に対する報告の徴収並
びに助言及び勧告、第３４条第１項及び第５２条第２項の規定に基づく認可、第５４
条第２項及び第５６条第１項の規定に基づく意見、第６３条第1項に基づく報告の徴
収及び立入検査並びに第６５条第１項の規定に基づく評価に関する事項

26 ＰＦＩ法第３５条の規定に基づく出資に関する事項 会計課長
27 公共施設等運営権登録令（平成２３年政令第３５６号。以下「登録令」という。）第３
条の規定に基づく公共施設等運営権の登録（第３５条及び第３６条の規定に基づく
設定の登録（当該登録に伴う公共施設等運営権登録令施行規則（平成２３年内閣
府令第６６号。以下「登録令施行規則」という。）第４２条及び第４７条第１項の規定
に基づく記録を含む。）、第３７条及び第３８条第１項の規定に基づく抹消（当該抹消
に伴う登録令施行規則第４２条、第４５条及び第５１条各項の規定に基づく記録、第
４５条の規定に基づく閉鎖並びに第５１条第２項の規定に基づく抹消を含む。）、第３
８条第２項の規定に基づく行使の停止及びその停止の解除の登録並びに公共施設
等運営権の移転の登録（当該登録に伴う登録令施行規則第４７条第１項及び第５０
条の規定に基づく登録を含む。）その他登録記録の閉鎖を伴う登録（登録令施行規
則第５条第３項の規定に基づく閉鎖及び第７条の規定に基づく記録を除く。）に限
る。）及び公共施設等運営権を目的とする抵当権の登録（登録令第３７条及び第３８
条第１項の規定に基づく抹消に伴う登録令施行規則第４６条各項の規定に基づく
記録（同条第２項の規定に基づく記録について、第６２条第３項の規定により準用さ
れる第６２条第１項の規定に基づく記録を含む。）に限る。）に関する事項

28 休眠預金等活用法第１８条第５項及び第１９条第３項の規定に基づく変更（軽易な
ものに限る。）に関する事項

総務課長

29 休眠預金等活用法第２３条第１項の規定に基づく認可（軽易なものに限る。）、第２
６条第１項の規定に基づく認可、第２９条第２項２号の規定に基づく指定及び同条
第４項の規定に基づく事項の策定、第３０条及び第３１条の規定に基づく命令、第４
３条第１項の規定に基づく報告等の徴収（指定活用団体に係るものに限る。）並び
に第４４条第１項の規定に基づく立入検査（指定活用団体に係るものに限る。）に関
する事項



30 原子力損害賠償・廃炉等支援機構法（平成２３年法律第９４号）第３６条第１項、第３
９条第４項、第５２条第３項及び第６０条第１項の規定に基づく認可並びに第４５条
第１項の規定に基づく認定（軽易なものに限る。）に関する事項

総務課長

31 原子力損害賠償・廃炉等支援機構の業務方法書並びに財務及び会計に関する命
令（平成２３年内閣府・文部科学省・経済産業省令第１号）第２２条第２項に基づく承
認に関する事項

32 災害対策基本法第３０条第１項の規定に基づく職員の派遣のあっせんに関する事
項

33 原子力災害対策特別措置法（平成１１年法律第１５６号。以下「原災法」という。）第
４条第２項の規定に基づく地方公共団体に対する勧告等に関する事項

総務課長（軽易な
案件を除く）

34 原災法第４条第３項の規定に基づく原子力事業者に対する指導等に関する事項 総務課長（軽易な
案件を除く）

35 原災法第７条第４項の規定に基づく原子力事業者防災業務計画の作成又は修正
の命令に関する事項

総務課長（軽易な
案件を除く）

36 原災法第１１条第６項の規定に基づく放射線測定設備の改善等の措置命令に関す
る事項

総務課長（軽易な
案件を除く）

37 原災法第１２条第１項の規定に基づく緊急事態応急対策拠点施設の指定（軽易な
ものに限る）に関する事項

総務課長

38 原災法第１２条第２項の規定に基づく意見の聴取に関する事項 総務課長（軽易な
案件を除く）

39 原災法第１２条第６項及び第１３条第３項の規定に基づく意見の聴取に関する事項 総務課長
40 原災法第１３条の２第２項の規定に基づく意見の聴取の回答に関する事項（第９１
号に掲げるものを除く。）

41 原災法第２８条第３項の規定により読み替えて適用される災害対策基本法第３０条
第１項の規定に基づく職員の派遣のあっせんに関する事項

42 原災法第３１条の規定に基づく報告の徴収に関する事項（第９２号に掲げるものを
除く。）

43 原災法第３２条第１項の規定に基づく立入検査に関する事項（第９３号に掲げるも
のを除く。）

44 被災者生活再建支援法第１５条の規定に基づく報告の徴収及び第１６条の規定に
基づく命令に関する事項

45 電波法（昭和２５年法律第１３１号）第６条の規定に基づく中央防災無線網に係る無
線局（以下「中防無線」という。）についての免許の申請及び第１３条の規定に基づ
く再免許の申請に関する事項

46 指定公共機関等の長との間の中防無線の開設等に関する協定の締結に関する事
項

47 振興法第４３条第１項及び第３項の規定に基づく認定及び認定の取消しに関する
事項

 

48 沖縄県における駐留軍用地跡地の有効かつ適切な利用の推進に関する特別措置
法第１２条第６項の規定に基づく指定の解除及び区域の変更並びに第１８条の２第
６項の規定に基づく指定の解除に関する事項

総務課長

49 多極分散型国土形成促進法（昭和６３年法律第８３号。以下「多極法」という。）第８
条第１項及び第１０条第１項の規定に基づく同意に関する事項

会計課長

50 多極法第１２条第１項及び第２項の規定に基づく組織に関する事項
51 前各号に準ずる事項

政策統括官付
参事官

52 ＰＦＩ法第１５条の２第２項の規定に基づく確認の求めに対する回答、同条第３項の
規定に基づく確認の求め、同条第４項の規定に基づく通知、同条第５項の規定に基
づく報告、同条第６項の規定に基づく助言に関する事項

53 登録令第３条の規定に基づく公共施設等運営権の登録（第３５条及び第３６条の規
定に基づく設定の登録（当該登録に伴う登録令施行規則第４２条及び第４７条第１
項の規定に基づく記録を含む。）、第３７条及び第３８条第１項の規定に基づく抹消
（当該抹消に伴う登録令施行規則第４２条、第４５条及び第５１条各項の規定に基
づく記録、第４５条の規定に基づく閉鎖並びに第５１条第２項の規定に基づく抹消を
含む。）、第３８条第２項の規定に基づく行使の停止及びその停止の解除の登録並
びに公共施設等運営権の移転の登録（当該登録に伴う登録令施行規則第４７条第
１項及び第５０条の規定に基づく記録を含む。）その他登録記録の閉鎖を伴う登録
（登録令施行規則第５条第３項の規定に基づく閉鎖及び第７条の規定に基づく記録
を除く。）を除く。）及び公共施設等運営権を目的とする抵当権の登録（登録令第３７
条及び第３８条第１項の規定に基づく抹消に伴う登録令施行規則第４６条各項の規
定に基づく記録（同条第２項の規定に基づく記録について、第６２条第３項の規定に
より準用される第６２条第１項の規定に基づく記録を含む。）を除く。）に関する事項

54 登録令第１０条の規定に基づく登録記録の回復に必要な処分に関する事項
55 登録令第１４条第３項の規定に基づく受付番号の付番に関する事項
56 登録令第１５条の規定に基づく受付番号の順序による登録（登録令施行規則第３２
条による場合を含む。）に関する事項

57 登録令第１６条の規定に基づく登録済証の交付に関する事項
58 登録令第１８条第１項及び第２項の規定に基づく通知に関する事項
59 登録令第１９条の規定に基づく調査に関する事項
60 登録令第２０条の規定に基づく申請の却下及び補正期間の定めに関する事項



61 登録令第３０条第１項の規定に基づく登録の更正及び第３０条各項の規定に基づく
通知に関する事項

62 登録令第３３条第１項の規定に基づく期間の定め及び通知、同条第２項の規定に
基づく公告、同条第３項の規定に基づく異議の却下及び通知並びに同条第４項の
規定に基づく登録の抹消に関する事項

63 登録令第３９条第３項（第４３条及び第４４条第２項において準用する場合を含む。）
の規定に基づく共同担保目録の作成及び第４８条第３項の規定に基づく信託目録
の作成に関する事項

64 登録令第５２条の規定に基づく信託の変更の登録に関する事項
65 登録令第６１条第２項、第６３条第３項及び第６５条の規定に基づく登録の抹消に関
する事項

66 登録令第６６条第１項及び第２項の規定に基づく交付に関する事項
67 登録令第６６条第３項の規定に基づく登録簿の附属書類の閲覧に関する事項
68 登録令施行規則第５条及び第６条の規定に基づく登録の移記、転写及び閉鎖に関
する事項

69 登録令施行規則第７条、第８条第３項、第３０条第１項（同条第２項の規定による記
載及び同条第３項において準用する場合を含む。）、第４２条、第４３条、第４７条第
１項(同条第２項の規定により符号を付す場合を含む。)、第５０条、第５１条第１項及
び第２項、第５２条、第５５条、第５６条、第５７条第２項(同条第３項の規定により符
号を付す場合を含む。）、第５７条第４項、第５８条第１項(同条第２項の規定による
記載を含む。)、第５９条第１項及び第２項、第６０条各項、第６１条第２項、第６２条
第１項及び第２項、第６４条各項、第６５条第１項(目録番号を付すことを含む。)、第
６５条第２項並びに第６８条の規定に基づく記録に関する事項

70 登録令施行規則第８条第１項の規定に基づく副登録記録の調製、同条第２項の規
定に基づく副登録記録による登録事務の処理に関する事項

71 登録令施行規則第９条の規定に基づく申請書及びその添付書面その他の登録簿
の附属書類の保存に関する事項

72 登録令施行規則第１１条の規定に基づく受付帳の調製及び第１２条から第１４条ま
での規定に基づくつづり込みに関する事項

73 登録令施行規則第１２条の規定に基づき事件を処理するための書類の作成に関す
る事項

74 登録令施行規則第１５条第２項の規定に基づく登録簿の附属書類の送付に関する
事項

75 登録令施行規則第２１条第１項の規定に基づく決定書の作成及び申請人等に対す
る交付に関する事項

76 登録令施行規則第２１条第３項及び第２２条第３項の規定に基づく添付書面等の還
付に関する事項

77 登録令施行規則第２９条第１項の規定に基づく受領証の交付に関する事項
78 登録令施行規則第３１条の規定に基づく調査に関する事項
79 登録令施行規則第３３条の規定に基づく調書の作成に関する事項
80 登録令施行規則第４４条の規定に基づく行政区画若しくは字又はこれらの名称の
変更(第４０条において準用する場合を含む。)に関する事項

81 登録令施行規則第４５条第１項の規定に基づく登録記録の閉鎖に関する事項
82 登録令施行規則第４９条、第５１条第１項及び第２項並びに第６３条の規定に基づく
登録の抹消に関する事項

83 登録令施行規則第５４条の規定に基づく登録に関する事項
84 登録令施行規則第５７条第４項の規定に基づく極度額の減額による根抵当権の変
更の登録に関する事項

85 登録令施行規則第５８条第１項、第６０条第３項及び第６１条第１項の規定に基づく
共同担保目録の作成に関する事項

86 登録令施行規則第６５条第１項の規定に基づく信託目録の作成に関する事項
87 登録令施行規則第６７条第１項の規定に基づく余白の設定（同条第３項の規定に基
づき保全仮登録について準用する場合を含む。）及び同条第２項の規定に基づく当
該仮登録の順位番号と同一の順位番号を用いた本登録（同条第３項の規定に基づ
き保全仮登録について準用する場合を含む。）に関する事項

88 登録令施行規則第６９条第１項、第７０条第１項及び第７１条第２項の規定に基づく
通知に関する事項

89 登録令施行規則第８０条第２項の規定に基づく証票の指定に関する事項
90 中防無線に関する電波法の規定に基づく申請、提出、申出等に関する事項
91 原災法第１３条の２第２項の規定に基づく意見の聴取の回答に関する事項（軽易な
ものに限る。）

92 原災法第３１条の規定に基づく報告の徴収に関する事項（軽易なものに限る。）
93 原災法第３２条第１項の規定に基づく立入検査に関する事項（軽易なものに限る。）
94 原災法第３２条第２項の規定に基づく立入検査身分証明書の交付に関する事項
95 原子力災害対策特別措置法に基づき原子力事業者が作成すべき原子力事業者防
災業務計画等に関する命令（平成２４年文部科学省・経済産業省令第４号）第４条
第４項の規定に基づく申請に関する事項

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
別表第１５（公文書監察室関係）

番号



1 公文書管理法第９条第３項及び第４項の規定による報告及び資料の徴収並びに実
地調査の実施について重要と認められる事項

2 公文書管理法第31条の規定による勧告（同法第９条第３項及び第４項の規定によ
る報告及び資料の徴収並びに実地調査の結果に基づいて行うものに限る。）及び
その結果とられた措置に係る報告徴収に関する事項

公文書監察室
長

3 公文書管理法第９条第３項及び第４項の規定による報告及び資料の徴収並びに実
地調査の実施に関する事項（第１号に規定する事項を除く。）

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
遺棄化学兵器
処理担当室長

1 化学兵器の禁止及び特定物質の規制等に関する法律（平成７年法律第６５号）第４
条第１項、第７条第１項及び第１０条第１項の規定に基づく許可申請並びに第１３条
の規定に基づく承認申請に関する事項

2 外国為替及び外国貿易法（昭和２４年法律第２２８号）第４８条第１項及び第２項の
規定に基づく許可申請並びに同条第３項及び第５２条の規定に基づく承認申請に
関する事項

3 火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号）第１７条第１項及び第２４条第１項の規定
に基づく許可申請に関する事項

4 放射性同位元素等による放射線障害の防止に関する法律（昭和３２年法律第１６７
号）第３条第１項の規定に基づく許可申請に関する事項

5 特定有害廃棄物質等の輸出入等の規制に関する法律（平成４年法律第１０８号）第
８条の規定に基づく承認申請に関する事項

6 前各号に準ずる事項

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
1 国立研究開発法人日本医療研究開発機構の業務運営、財務及び会計並びに人事
管理に関する命令（平成２７年内閣府・文部科学省・厚生労働省・経済産業省令第
１号）第１１条第１項、第１２条、第１３条及び第１９条の規定に基づく指定に関する
事項

会計課長

2 国立研究開発法人日本医療研究開発機構の業務運営、財務及び会計並びに人事
管理に関する命令第２３条第１項及び第２４条の規定に基づく決定に関する事項

総務課長

3 医療分野の研究開発に資するための匿名加工医療情報に関する法律（平成２９年
法律第２８号。以下この表において「法」という。）第８条第１項に基づく認定、第９条
第１項に基づく変更の認定（第２９条において準用する場合を含む。）、第１０条第４
項から第６項までに基づく認可（第２９条において準用する場合を含む。）、第１５条
第１項又は第１６条第１項に基づく認定の取消し（第２９条において準用する場合を
含む。）及び第２８条に基づく認定に関する事項

4 法第８条第５項、第９条第３項、第１０条第７項及び第１０項、第１１条第３項、第１２
条第３項、第１５条第４項並びに第１６条第２項に基づく公示（第２９条において準用
する場合を含む。）に関する事項

総務課長

5 法第３６条に基づく指導及び助言並びに第３７条第１項から第５項までに基づく是正
命令又は是正請求に関する事項

参事官 6 法第３５条第１項に基づく報告の徴収及び立入検査並びに同条第２項に基づく立入
検査身分証の交付に関する事項

7 医療分野の研究開発に資するための匿名加工医療情報に関する法律施行規則
（平成３０年内閣府・文部科学省・厚生労働省・経済産業省令第１号）第７条に基づ
く通知及び交付（第２６条において準用する場合を含む。）並びに第１４条に基づく
通知（第２６条において準用する場合を含む。）に関する事項

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
賞勲局長 1 春秋外国人叙勲の受章者の予定数についての外務大臣に対する意見照会及び決

定に関する事項
2 春秋叙勲大綬章等勲章親授式、重光章等勲章伝達式及び文化勲章親授式の日時
決定についての宮内庁長官に対する照会に関する事項

3 春秋叙勲大綬章等勲章親授式、重光章等勲章伝達式及び文化勲章親授式の案内
状に関する事項

4 春秋叙勲及び文化勲章等の受章者についての宮内庁長官に対する拝謁依頼に関
する事項

5 前各号に準ずる事項

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
沖縄振興局長 1 沖縄振興特別措置法（平成１４年法律第１４号）第１０６条第１項、第１０７条第１項

及び第１０８条第１項に基づく協議に関する事項
政策統括官

2 沖縄振興特別措置法施行令（平成１４年政令第１０２号）第３６条第１項に基づく指
定に関する事項

別表第１７（日本医療研究開発機構・医療情報基盤担当室関係）

日本医療研究
開発機構・医
療情報基盤担
当室長

番号
別表第１９（沖縄振興局関係）

番号

別表第１６（遺棄化学兵器処理担当室関係）

番号

番号

内閣官房長官
又は

特命担当大臣

別表第１８（賞勲局関係）



3 内閣府において経費の配分計画に関する事務を行う事業等を定める政令（昭和４７
年政令第１８３号）第１条第１項第１９号に基づく協議及び決定に関する事項

政策統括官、会計
課長

4 沖縄科学技術大学院大学学園法（平成２１年法律第７６号）第９条第１項の規定に
基づく認可に関する事項

会計課長

5 沖縄科学技術大学院大学学園法第１０条及び第１１条の規定に基づく認可に関す
る事項

会計課長

6 沖縄科学技術大学院大学学園法第１４条第１項の規定に基づく報告徴収及び立入
検査に関する事項

総務課長、会計課
長

7 沖縄科学技術大学院大学学園法第１５条第１項の規定に基づく違法行為等の是正
に関する事項

総務課長

8 沖縄科学技術大学院大学学園法施行規則（平成２３年内閣府令第５９号）第４条の
規定に基づく重要な財産の指定に関する事項

会計課長

9 沖縄科学技術大学院大学学園法施行規則第７条の規定に基づく償却資産の指定
に関する事項

会計課長

10 沖縄振興開発金融公庫法（昭和４７年法律第３１号。以下「公庫法」という。）の規定
に基づく認可、決定、指定並びに報告の徴収及び検査に関する事項（次号に掲げ
るものを除く。）

11 公庫法第２３条の規定に基づく認可及び第４条第２項の規定に基づく出資に関する
事項

会計課長

12 沖縄振興開発金融公庫法施行令（昭和４７年政令第１８６号）の規定に基づく指定、
決定及び承認に関する事項

13 沖縄振興開発金融公庫法施行規則（昭和４７年総理府・大蔵省令第１号）の規定に
基づく承認、指定及び決定に関する事項

14 沖縄振興開発金融公庫業務方法書（昭和４７年５月１５日内閣総理大臣認可）中の
承認事項及び認可に関する事項（他の専決事項欄に掲げるものを除く。）

15 産業労働者住宅資金融通法（昭和２８年法律第６３号）第２条第４号の規定に基づく
決定及び第１０条第１項の規定に基づく認可に関する事項

16 前各号に準ずる事項
参事官 17 沖縄振興開発金融公庫業務方法書（昭和４７年５月１５日内閣総理大臣認可）中の

承認事項及び認可に関する事項（貸付金利に関する事項に限る。）

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
事務次官 1 統計法（平成１９年法律第５３号）第６条第１項の規定に基づく国民経済計算の作成

基準の作成及び同条第３項の規定に基づく公示に関する事項
企画調整課長

専決権者 専　　決　　事　　項 合議者

2 構造改革特別区域法（平成１４年法律第１８９号。以下「構造改革特区法」という。）
第４条第９項の規定に基づく認定、第６条第１項の規定に基づく変更の認定及び第
９条第１項の規定に基づく認定の取消しに関する事項

3 地域再生法（平成１７年法律第２４号）第５条第１５項の規定に基づく認定、第７条第
１項の規定に基づく変更の認定（第２６号に掲げるものを除く。）及び第１０条第１項
の規定に基づく認定の取消しに関する事項

※１

4 総合特別区域法（平成２３年法律第８１号。以下「総合特区法」という。）第８条第１
項の規定に基づく指定、同条第９項及び第１０項の規定に基づく指定の解除又は変
更、第９条第１項及び第６項の規定に基づく方針の策定及び変更、第１２条第１０項
の規定に基づく認定、第１４条第１項の規定に基づく認定の変更並びに第１７条第１
項の規定に基づく認定の取消しに関する事項

※２

5 総合特区法第３１条第１項の規定に基づく指定、同条第９項及び第１０項の規定に
基づく指定の解除又は変更、第３２条第１項及び第６項の規定に基づく方針の策定
及び変更、第３５条第１０項の規定に基づく認定、第３７条第１項の規定に基づく認
定の変更並びに第４０条第１項の規定に基づく認定の取消しに関する事項

※３

6 国家戦略特別区域法（平成２５年法律第１０７号。以下「国家戦略特区法」という。）
第６条第１項及び第５項の規定に基づく方針の策定及び変更に関する事項（他の
専決事項欄に掲げるものを除く。）

7 国家戦略特区法第８条第７項の規定に基づく認定、第９条第１項の規定に基づく変
更の認定及び第１１条第１項の規定に基づく認定の取消しに関する事項（他の専決
事項欄に掲げるものを除く。）

8 国家戦略特区法第１６条の４第３項及び第６項の規定に基づく指針の作成及び変
更に関する事項

9 国家戦略特区法第１６条の５第３項及び第４項の規定に基づく指針の作成及び変
更に関する事項

番号

番号

中心市街地の活性化に関する法律（平成１０年法律第９２号。以下「中活法」とい
う。）第９条第１０項の規定に基づく認定、第１１条第１項に基づく変更の認定（第９
条第２項第１号及び第９号に規定する事項に係るものに限る。）及び第１３条第１項
の規定に基づく認定の取消しに関する事項

別表第２１（地方創生推進事務局関係）

別表第２０（経済社会総合研究所関係）

内閣官房長官
又は

特命担当大臣

1



10 地域における大学の振興及び若者の雇用機会の創出による若者の修学及び就業
の促進に関する法律（平成３０年法律第３７号。以下「地方大学・産業創生法」とい
う。）第４条第１項及び第５項の規定に基づく基本指針の策定及び変更に関する事
項

11 地方大学・産業創生法第５条第６項の規定に基づく認定、第６条の規定に基づく変
更の認定及び第９条第１項の規定に基づく認定の取消しに関する事項

会計課長

12 前各号に準ずる事項
事務次官 13 地域再生法施行令（平成１７年政令第１５１号）第８条第１項の規定に基づく交付金

の配分計画の作成に関する事項
会計課長

地方創生推進
事務局長

14 中活法第１１条第１項の規定に基づく変更の認定に関する事項（第１号に掲げるも
のを除く。）

総務課長

15 中活法第１２条第１項の規定に基づく報告の徴収に関する事項
16 都市再生特別措置法（平成１４年法律第２２号）第５条の規定に基づく関係地方公
共団体の意見聴取に関する事項

17 都市再生特別措置法第１０条の規定に基づく資料の提出その他の協力依頼に関
する事項

18 都市再生特別措置法第１５条の規定に基づく関係地方公共団体の意見聴取及び
関係地方公共団体への送付に関する事項

19 都市再生特別措置法第１９条の規定に基づく都市再生緊急整備協議会に関する事
項

20 都市再生特別措置法第１９条の２の規定に基づく整備計画に関する事項
21 都市再生特別措置法第１９条の１３の規定に基づく都市再生安全確保計画に関す
る事項

22 構造改革特区法第６条第１項の規定に基づく変更の認定に関する事項のうち、規
制の特例措置の変更及び追加を伴わない特区計画の変更の認定に関する事項

総務課長

23 構造改革特区法第７条第１項の規定に基づく報告の徴収に関する事項
24 構造改革特区法第８条第１項の規定に基づく措置の要求に関する事項 総務課長
25 構造改革特別区域基本方針（平成１５年1月２４日閣議決定）に規定する規制の特
例措置の評価時期決定に関する事項

26 地域再生法第７条第１項の規定に基づく変更の認定に関する事項のうち、特別の
措置の変更及び追加を伴わない地域再生計画の変更又は同法第１３条に規定す
る交付金を充てて行う事業について、同法第５条第４項第２号に掲げる事項を新た
に記載する地域再生計画の変更の認定に関する事項

総務課長

27 地域再生法第８条第１項の規定に基づく報告の徴収に関する事項
28 地域再生法第９条の規定に基づく措置の要求に関する事項 総務課長
29 地域再生法第１４条第１項の規定に基づく指定及び同条第７項の規定に基づく指
定の取消しに関する事項

会計課長

30 地域再生法第１４条第１項の規定に基づく利子補給契約の締結に関する事項 会計課長
31 地域再生法第１４条第５項の規定に基づく地域再生支援利子補給金の支給に関す
る事項

会計課長

32 地域再生法第１５条第１項の規定に基づく指定及び同条第２項において準用する
同法第１４条第７項の規定に基づく指定の取消しに関する事項

会計課長

33 地域再生法第１５条第１項の規定に基づく利子補給契約の締結に関する事項 会計課長
34 地域再生法第１５条第２項において準用する同法第１４条第５項の規定に基づく特
定地域再生支援利子補給金の支給に関する事項

会計課長

35 地域再生法施行令第８条第２項の規定に基づく協議に関する事項 会計課長
36 地域再生支援利子補給金の交付要綱に基づく事業者等の推薦に関する事項
37 総合特区法第９条第６項の規定に基づく方針の変更に関する事項のうち、産業の
国際競争力の強化に関する目標及びその達成のために取り組むべき政策課題の
変更及び追加を伴わない国際競争力強化方針の変更に関する事項

38 総合特区法第１１条第１項の規定に基づく協議会の組織に関する事項
39 総合特区法第１４条第１項の規定に基づく変更の認定に関する事項のうち、規制の
特例措置その他の特別の措置の変更及び追加を伴わない国際戦略総合特別区域
計画の変更の認定に関する事項

総務課長

40 総合特区法第１５条第１項の規定に基づく報告の徴収に関する事項
41 総合特区法第１６条第１項の規定に基づく措置の要求に関する事項 総務課長
42 総合特区法第２８条第１項及び第７項の規定に基づく指定及び指定の取消しに関
する事項

会計課長

43 総合特区法第２８条第１項の規定に基づく利子補給契約の締結に関する事項 会計課長
44 総合特区法第２８条第５項の規定に基づく国際戦略総合特区支援利子補給金の支
給に関する事項

会計課長

45 総合特区法第３２条第６項の規定に基づく方針の変更に関する事項のうち、地域の
活性化に関する目標及びその達成のために取り組むべき政策課題の変更及び追
加を伴わない地域活性化方針の変更に関する事項

46 総合特区法第３４条第１項の規定に基づく協議会の組織に関する事項
47 総合特区法第３７条第１項の規定に基づく変更の認定に関する事項のうち、規制の
特例措置その他の特別の措置の変更及び追加を伴わない地域活性化総合特別区
域計画の変更の認定に関する事項

総務課長

48 総合特区法第３８条第１項の規定に基づく報告の徴収に関する事項
49 総合特区法第３９条第１項の規定に基づく措置の要求に関する事項 総務課長



50 総合特区法第５６条第１項及び第７項の規定に基づく指定及び指定の取消しに関
する事項

会計課長

51 総合特区法第５６条第１項の規定に基づく利子補給契約の締結に関する事項 会計課長
52 総合特区法第５６条第５項の規定に基づく地域活性化総合特区支援利子補給金の
支給に関する事項

会計課長

53 国際戦略総合特区支援利子補給金の交付要綱又は地域活性化総合特区支援利
子補給金の交付要綱に基づく事業者等の推薦に関する事項

54 国家戦略特区法第６条第５項の規定に基づく方針の変更に関する事項のうち、産
業の国際競争力の強化及び国際的な経済活動の拠点の形成に関する目標並びに
その達成のために取り組むべき政策課題の変更及び追加を伴わない方針の変更
に関する事項

55 国家戦略特区法第７条第１項の規定に基づく会議の組織に関する事項
56 国家戦略特区法第９条第１項の規定に基づく変更の認定に関する事項のうち、規
制の特例措置の変更及び追加を伴わない区域計画の変更の認定に関する事項

57 国家戦略特区法第２８条第１項及び第７項の規定に基づく指定及び指定の取消し
に関する事項

会計課長

58 国家戦略特区法第２８条第１項の規定に基づく利子補給契約の締結及び同条第５
項の規定に基づく国家戦略特区支援利子補給金の支給に関する事項

会計課長

59 国家戦略特別区域法施行規則（平成２６年内閣府令第２０号）第８条第１項第５号
の規定に基づき認定区域計画の実施に支障がないと認めることに関する事項

60 地方大学・産業創生法第７条第１項の規定に基づく報告の徴収に関する事項
61 地方大学・産業創生法第８条第１項の規定に基づく措置の要求に関する事項 総務課長
62 前各号に準ずる事項
※１ 第３号のうち、地域再生法第５条第４項第１号、第３号及び第４号イに掲げる
事業に関するものについては、会計課長に合議する。
※２ 第４号のうち、総合特区法第２条第２項第３号に掲げる事業に関するものにつ
いては、会計課長に合議する。
※３ 第５号のうち、総合特区法第２条第３項第３号に掲げる事業に関するものにつ
いては、会計課長に合議する。

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
内閣官房長官

又は
特命担当大臣

1 衛星リモートセンシング記録の適正な取扱いの確保に関する法律（平成２８年法律
第７７号。以下「衛星リモセン法」という。)第１９条第１項の規定に基づく禁止の命令
及び同条第３項の規定に基づく請求に関する事項

宇宙開発戦略
推進事務局長

2 電波法（昭和２５年法律第１３１号）第６条の規定に基づく、人工衛星等（内閣府設
置法第４条第３項第７号の７に規定するもの）の無線局についての免許の申請及び
第１３条の規定に基づく再免許の申請に関する事項

3 衛星リモセン法第４条第１項の規定に基づく使用の許可、第７条第１項の規定に基
づく変更の許可、第１３条第１項、第３項及び第４項の規定に基づく認可並びに第１
７条第１項の規定に基づく許可の取消し及び使用の停止の命令に関する事項

4 衛星リモセン法第２１条第１項の規定に基づく認定、第２２条第１項の規定に基づく
変更の認定、第２５条第１項及び第２６条第１項の規定に基づく認定の取消し及び
効力の停止並びに第２５条第３項の規定に基づく返還（第２６条第２項において準
用する場合を含む。）に関する事項

5 衛星リモセン法第２８条の規定に基づく指導、助言及び勧告並びに第２９条の規定
に基づく是正命令及び是正請求に関する事項

6 人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律（平成２８年法律第７６号。
以下「宇宙活動法」という。)第４条第１項の規定に基づく人工衛星等の打上げの許
可、第７条第１項の規定に基づく変更の許可、第１０条第１項から第３項までの規定
に基づく認可及び第１２条の規定に基づく許可の取消しに関する事項

7 宇宙活動法第９条第２項の規定に基づく損害賠償担保措置の承認に関する事項
8 宇宙活動法第１３条第１項及び第１６条第１項の規定に基づく認定、第１４条第１項
及び第１７条第１項の規定に基づく変更の認定並びに第１５条第１項及び第１８条
第１項の規定に基づく認定の取消しに関する事項

9 宇宙活動法第２０条第１項の規定に基づく人工衛星の管理の許可、第２３条第１項
の規定に基づく変更の許可、第２６条第１項、第３項及び第４項の規定に基づく認
可並びに第３０条第１項の規定に基づく許可の取消しに関する事項

10 宇宙活動法第３２条の規定に基づく指導、助言及び勧告並びに第３３条第１項から
第３項までの規定に基づく是正命令及び是正請求に関する事項

11 宇宙活動法第４０条第１項及び第２項の規定に基づくロケット落下等損害賠償補償
契約の締結、第４６条の規定に基づく返還の請求、第４８条第１項の規定に基づく
委託並びに第５１条の規定に基づく取戻しの承認に関する事項

参事官 12 人工衛星等（内閣府設置法第４条第３項第７号の７に規定するもの）に関する電波
法の規定に基づく届出等に関する事項

13 衛星リモセン法第１０条第２項及び衛星リモートセンシング記録の適正な取扱いの
確保に関する法律施行規則（平成２９年内閣府令第４１号。以下「衛星リモセン法施
行規則」という。）第３１条の規定に基づく通知に関する事項

番号
別表第２２（宇宙開発戦略推進事務局関係）



14 衛星リモセン法第２１条第４項の規定に基づく通知及び交付並びに第２１条第５項
の規定に基づく再交付に関する事項

15 衛星リモセン法第２７条第１項の規定に基づく報告の徴収及び立入検査に関する
事項

16 衛星リモセン法施行規則第８条の規定に基づく通知及び交付並びに第１９条の規
定に基づく返納の請求に関する事項

17 宇宙活動法第３１条第１項の規定に基づく報告の徴収及び立入検査に関する事項
18 人工衛星等の打上げ及び人工衛星の管理に関する法律施行規則（平成２９年内閣
府令第５０号）第５条第４項、第９条第２項、第９条の２第４項、第９条の３第２項、第
１０条第５項、第１２条、第１３条第４項、第１４条第２項、第１６条第４項、第１７条第
２項、第１８条、第２０条第４項、第２５条第２項、第２７条第５項及び第３１条の規定
に基づく通知及び交付並びに返納の請求に関する事項

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
内閣官房長官

又は
特命担当大臣

1 独立行政法人北方領土問題対策協会法（平成１４年法律第１３２号）第１５条第１項
及び第２項の規定に基づく特に必要がある場合の主務大臣の要求に関する事項

事務次官 2 独立行政法人北方領土問題対策協会法第１４条第１項の規定に基づく長期借入金
の認可及び同条第２項の規定に基づく償還計画の認可に関する事項

会計課長

3 北方地域旧漁業権者等に対する特別措置に関する法律（昭和３６年法律第１６２
号）第６条第１項の規定に基づく立入検査に関する事項

会計課長

4 前各号に準ずる事項
北方対策本部
審議官

5 独立行政法人北方領土問題対策協会の業務運営、財務及び会計並びに人事管理
に関する命令（平成１５年内閣府・農林水産省令第１２号）第１０条第１項の規定に
基づく償却資産の指定に関する事項

会計課長

6 独立行政法人北方領土問題対策協会の業務運営、財務及び会計並びに人事管理
に関する命令第１１条の規定に基づく譲渡取引の指定に関する事項

会計課長

7 独立行政法人北方領土問題対策協会の業務運営、財務及び会計並びに人事管理
に関する命令第１２条の規定に基づく除去費用等の指定に関する事項

会計課長

8 独立行政法人北方領土問題対策協会の業務運営、財務及び会計並びに人事管理
に関する命令第２０条の規定に基づく重要な財産の指定に関する事項

会計課長

9 独立行政法人北方領土問題対策協会の業務運営、財務及び会計並びに人事管理
に関する命令第２３条第１項の規定に基づく内部組織の決定に関する事項

総務課長

10 独立行政法人北方領土問題対策協会の業務運営、財務及び会計並びに人事管理
に関する命令第２４条の規定に基づく管理又は監督の地位の決定に関する事項

総務課長

11 北方地域旧漁業権者等に対する特別措置に関する法律施行規則（昭和３６年総理
府･農林省令第１号）第４条第４号の規定に基づく承認に関する事項

会計課長

12 前各号に準ずる事項

専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
事務次官 1 就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成

１８年法律第７７号。以下「認定こども園法」という。）第２１条の規定に基づく、緊急
時における幼保連携型認定こども園の事業の停止の命令に関する事項

統括官 2 認定こども園法第１９条第１項の規定に基づく、緊急時における幼保連携型認定こ
ども園の設置者若しくは園長に対する報告徴収及び立入検査に関する事項

総務課長、会計課
長

3 認定こども園法第２０条の規定に基づく、緊急時における幼保連携型認定こども園
の設置者に対する改善等の措置命令に関する事項

総務課長（軽易な
案件を除く）

4 子ども・子育て支援法（平成２４年法律第６５号。以下「支援法」という。）第５６条の
規定に基づく、報告の徴収及び立入検査等に関する事項

5 支援法第５７条の規定に基づく、勧告、命令等に関する事項
6 大学等における修学の支援（大学等における修学の支援に関する法律（令和元年
法律第８号）第３条に規定するものをいう。）に関する関係行政機関の経費の配分
計画の決定に関する事項

会計課長

7 前各号に準ずる事項
参事官 8 支援法第１５条の規定に基づく、子どものための教育・保育給付に係る教育・保育

の内容についての調査等に関する事項
9 支援法第３７条第３項の規定に基づく、都道府県知事相互間の連絡調整又特定教
育・保育施設の設置者に対する都道府県の区域を超えた広域的な見地からの助言
その他の援助に関する事項

10 支援法第４９条第３項の規定に基づく、道府県知事相互間の連絡調整又は特定地
域型保育事業者に対する都道府県の区域を超えた広域的な見地からの助言その
他の援助に関する事項

11 前各号に準ずる事項

別表第２５（総合海洋政策推進事務局関係）

別表第２４（子ども・子育て本部関係）

別表第２３（北方対策本部関係）
番号

番号



専 決 権 者 専 決 事 項 合 議 者
内閣官房長官

又は
特命担当大臣

1 有人国境離島地域の保全及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持に
関する特別措置法（平成２８年法律第３３号。以下この表において「有人国境離島
法」という。）第４条第１項及び第６項に基づく決定に関する事項

2 有人国境離島法第１０条第８項及び第１０項の規定に基づく変更の求めに関する事
項

3 有人国境離島法第１０条第７項の規定に基づく都道県計画の内容の通知に関する
事項4 有人国境離島法第１０条第９項及び第１０項の規定に基づく同条第８項の規定によ
る措置を執る必要がない旨の通知に関する事項

総務課長

5 特定有人国境離島地域事業活動支援利子補給金交付要綱に基づく金融機関の指
定及び指定の取消しに関する事項

会計課長

総合海洋政策
推進事務局長

番号


